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(単位　百万円)

当期首残高 18,612 17,281 57,070 △11,277 81,687 13,043 14 656 1,037 14,751 754 97,193

連結会計年度中
の変動額

   剰余金の配当 △3,321 △3,321 △3,321

   親会社株主に帰属する
   当期純利益

10,824 10,824 10,824

   自己株式の取得 △15 △15 △15

   自己株式の処分 　 12 12 12

   株主資本以外の
   項目の連結会計
   年度中の変動額
   (純額)

616 △7 △56 173 726 67 794

連結会計年度中
の変動額合計

　－ 　－ 7,502 △2 7,499 616 △7 △56 173 726 67 8,293

当期末残高 18,612 17,281 64,572 △11,279 89,187 13,660 7 600 1,211 15,478 821 105,487

純資産
合計株主資本

合計

株株主資本

利益剰余金資本金
その他

有価証券
評価差額金

非支配株主
持分

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

連結株主資本等変動計算書

資本剰余金

2019年4月 1日から 2020年3月31日まで

自己株式
退職給付

に係る
調整累計額
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
　 　連 結 子 会 社 の 数 17社 （主要会社名 高崎森永㈱）
　 　非 連 結 子 会 社 の 数 　４社 （主要会社名 森永リスクコンサルティング㈱)

　当連結会計年度より、新たに設立した森永アジアパシフィック㈱を連結の範囲に含めております。
　連結子会社であった森永スナック食品㈱は、2020年１月１日付で当社に吸収合併されたため、第４四半期連結
会計期間より連結の範囲から除外しております。
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
　 　持分法適用の非連結子会社の数 　４社 （主要会社名 森永リスクコンサルティング㈱)

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日については、㈱アントステラは２月29日、台湾森永製菓股 有限公司、上海森永食品有限
公司、森永食品（浙江）有限公司、米国森永製菓㈱、森永アメリカフーズ㈱、森永アジアパシフィック㈱は12月
31日であり、その他の連結子会社は３月31日であります。
　連結計算書類作成にあたっては、当該会社の決算日現在の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間
に生じた重要な取引については、連結上必要な調整をすることとしております。

４．会計方針に関する事項
（1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
　    その他有価証券

時価のあるもの･･･連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
　 し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの･･･移動平均法による原価法
②デリバティブ

　　　　時価法
③主たるたな卸資産

商品及び製品
　　　    主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しております。
仕   掛   品

　　　    主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
を採用しております。

原材料及び貯蔵品
　　　    主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しております。

（2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
　  ①有形固定資産（リース資産を除く）
　　    当社及び国内連結子会社は、建物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額

法、その他の有形固定資産については定率法を採用しております。在外連結子会社は、定額法によってお
　　　　　ります。

　　　  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
15 年  ～ 45 年
10 年  ～ 12 年

　　②無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定額法を採用しております。

　　連　 結 　注 　記 　表 
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建 物 及 び 構 築 物
機　  械  　装 　 置



　　③リース資産
        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3)重要な引当金の計上基準
　  ①貸倒引当金　
      　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
      債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　  ②賞与引当金　
      　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計
　　　上しております。
　  ③役員株式給付引当金　
　　　　役員に対する将来の当社株式の給付に備えるため、株式交付規程に基づき、役員に割り当てられたポ
　　　イントに応じた株式の給付見込額を基礎として計上しております。
　  ④環境対策引当金　
　　　　保管中のポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の処理に備えるため、当連結会計年度末において発生し
　　　ていると認められる金額を計上しております。

（4)退職給付に係る会計処理の方法
　  ①退職給付見込額の期間帰属方法
      　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
      ては、給付算定式基準によっております。
　  ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
      　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（
　　　キャッシュバランス型年金制度、退職一時金制度共13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
　　　の翌連結会計年度から費用処理することとしております。
      　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額法によ
　　　り費用処理しております。

（5)のれんの償却方法及び償却期間
　  　のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積もり、20年以内の合理的な年数で均等償却
　　  （ 少な場合には一括償却）しております。

（6)その他連結計算書類作成のための重要な事項
　  消費税等の会計処理　
      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

－5－



（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保資産

担保に供している資産

投 資 有 価 証 券 1,092 百万円

上記に対する債務

流動負債の「その他」
( 従 業 員 預 り 金 )

258 百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額

建 物 及 び 構 築 物 33,055 百万円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 68,702 百万円

リ ー ス 資 産 739 百万円

そ の 他 3,483 百万円

計 105,981 百万円

３．保証債務

従 業 員
（ 住 宅 融 資 ）

0 百万円
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（連結損益計算書に関する注記）

１．減損損失

建物及び
構築物

機械装置及び
運搬具

土地 その他 合計

三重県伊賀市
共用資産

（売却予定資産）
― ― 2,560 ― 2,560

（資産のグルーピングの方法）
　　当社グループは、事業用資産については、事業の種類別セグメントを基礎に独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位を識別し、資産の
　グルーピングを行っております。ゴルフ場、賃貸用資産、店舗、遊休資産については物件ごとに、のれんについては会社単位でグルーピングしてお
　ります。特定の事業との関連が明確でない資産については共用資産としております。

（減損損失の認識に至った経緯）
　　売却を決定したため、回収可能価額まで帳簿価額を減額しております。

（回収可能価額の算定方法）
　　正味売却価額により測定しており、売却予定価額により合理的に算定しております。

２．契約解約金

　4,855百万円を特別損失として計上したものであります。
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場所 用途

種類及び減損損失(百万円)

　　契約解約金は、J.W.O. Corporation（ジェイ・ダブリュ・オー・コーポレーション）と締結しているライセンス及び技術援助契約を一部解約し、
　同契約の残存期間（2028年９月30日まで）に係るロイヤリティに相当する金額を基礎として算定した額を同社に支払うことで合意し、それに伴い、



（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
普通株式 54,189,769 株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2020年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案する予定であります。

3,623 百万円
72.00 円

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
また、配当金の総額には「役員報酬ＢＩＰ信託」が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含まれております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 2,080円77銭

２．１株当たり当期純利益 215円18銭

（注１）当社は、「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しており、当該信託が保有する当社株式を自己株式として処理しております。
これに伴い、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除
する自己株式数に含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自
己株式に含めております。
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(イ)１株当たり配当額・・・・・・
(ウ)基準日・・・・・・・・・・・        　　2020年３月31日
(エ)効力発生日・・・・・・・・・            2020年６月29日

(ア)配当金の総額・・・・・・・・

2019年6月28日
定時株主総会

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年6月27日
普通株式  3,321 66.00 2019年3月31日



③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社及び主要な国内連結子会社でＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）を利用し、資金を一元管理する等の方
法により流動性リスクを管理しております。

営業債権については、「社内規程」に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用
状況を定期的に把握するなど、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　デリバティブ取引利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い銀行とのみ取引を行っております。

②市場リスク（為替や市場価格等の変動リスク）の管理
　当社グループでは、外貨建金銭債権債務については、為替変動リスクに対して為替予約を利用してヘッジしておりま
す。
　投資有価証券については、定期的に把握された時価が経理部担当取締役に報告されております。
　デリバティブ取引については、経理部長が主管となり、取引の内容に応じ「社内規程」に定められた手続きに基づい
て決定しております。その決定された取引の執行及び管理は各関連部門で行われ、常にデリバティブ取引の残高状況、
評価損益状況を把握し、随時経理部長に報告されます。経理部長は必要と認められる場合に随時ポジション状況等を経
理部担当取締役に報告しております。
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投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。その一部には、原材料等の
輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替変動リスクに晒されております。
　有利子負債は主に営業取引や設備投資に係る資金調達を目的とした借入金であります。その一部には、変動金利であ
るため金利変動リスクに晒されております。
　デリバティブ取引は、製品及び原材料の輸出入等による為替変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取引、
及び借入金の金利変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

（金融商品に関する注記）

 １．金融商品の状況に関する事項
(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、必要に応じ、短期資金は銀行借入等により、長期資金は銀行借入や社債発行等により調達する方針
であります。一時的な余資の運用は、安全性の高い金融資産にて行います。デリバティブ取引は、後述するリスクを回
避するために利用しており、投機的な取引は行いません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。一部外貨建てのものについては、為

替変動リスクに晒されております。



資産

負債

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額 607百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積
　　　　もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券その他有価
　　　　証券」には含めておりません。
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　　   長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様に新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
     いて算定する方法によっております。

（4）受入敷金保証金
　　   主としてゴルフ会員権について、リスクフリーレートで割引計算しております。

（1）支払手形及び買掛金、（2）未払金
　　   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）長期借入金

 (4) デリバティブ取引
　     取引先金融機関から提示された価格によっております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券その他有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　負債計 47,330 47,329 △1 

(4)受入敷金保証金 3,708 3,708 － 

(3)長期借入金 10,000 9,999 △1 

(2)未払金 16,178 16,178 － 

　資産計 89,973 89,973 － 

(1)支払手形及び買掛金 17,443 17,443 － 

　  　その他有価証券

(4)デリバティブ取引 8 8 － 

(2)受取手形及び売掛金 20,969 20,969 － 

(3)投資有価証券
25,568 25,568 － 

(単位　百万円)
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1)現金及び預金 43,427 43,427 － 

 ２．金融商品の時価等に関する事項

　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
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3,046 20,251 

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく
金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

（賃貸等不動産に関する注記）

 １．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社グループは、東京都その他の地域において、賃貸用商業施設等（土地を含む）を有しております。

 ２．賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位　百万円)

連結貸借対照表計上額 時価



（税効果会計に関する注記）

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産
未払費用（販売促進費） 1,300百万円
賞与引当金 770百万円
退職給付に係る負債 2,489百万円
退職給付信託設定額 703百万円
未払契約解約金 1,485百万円
減価償却超過額及び減損損失 1,935百万円
投資有価証券評価損 345百万円
未実現固定資産売却益 487百万円
繰越欠損金 703百万円
その他 1,320百万円

繰延税金資産小計 11,542百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △702百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,068百万円

評価性引当額小計 △1,771百万円
繰延税金資産合計 9,771百万円

繰延税金負債
退職給付に係る資産 △944百万円
固定資産圧縮積立金 △3,601百万円
その他有価証券評価差額金 △5,749百万円
その他 △391百万円

繰延税金負債合計 △10,687百万円
繰延税金資産（△は負債）純額 △916百万円
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（退職給付会計に関する注記）

１．採用している退職給付制度の概要
　　当社及び連結子会社（一部を除く）は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しておりま
　す。また、当社は確定給付企業年金制度として市場金利連動型のキャッシュ・バランス・プランを導入しております。
　　確定給付企業年金制度には、退職給付信託が設定されております。退職一時金制度（非積立型制度でありますが、退職給付信
　託を設定した結果、積立型制度となっているものがあります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支
　給しております。
　　なお、連結子会社（一部を除く）が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算して
　おります。

２．確定給付制度
　（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

退職給付債務の期首残高 16,978 百万円
勤務費用 888 百万円
利息費用 143 百万円
数理計算上の差異の発生額 △0 百万円
退職給付の支払額 △635 百万円
その他 3 百万円

退職給付債務の期末残高 17,378 百万円

　（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）
年金資産の期首残高 13,155 百万円

期待運用収益 131 百万円
数理計算上の差異の発生額 213 百万円
事業主からの拠出額 213 百万円
退職給付の支払額 △280 百万円
その他 3 百万円

年金資産の期末残高 13,436 百万円

　（３）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
退職給付に係る負債の期首残高 1,436 百万円

退職給付費用 149 百万円
退職給付の支払額 △445 百万円

退職給付に係る負債の期末残高 1,141 百万円

　（４）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 17,378 百万円
年金資産 △13,436 百万円

3,942 百万円
非積立型制度の退職給付債務 1,141 百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,083 百万円

退職給付に係る負債 8,169 百万円
退職給付に係る資産 △3,085 百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,083 百万円
（注）簡便法を適用した制度を含みます。
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　（５）退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 888 百万円
利息費用 143 百万円
期待運用収益 △131 百万円
数理計算上の差異の費用処理額 112 百万円
過去勤務費用の費用処理額 △75 百万円
簡便法で計算した退職給付費用 149 百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 1,088 百万円

　（６）退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

過去勤務費用 △75 百万円
数理計算上の差異 326 百万円
合計 250 百万円

　（７）退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識過去勤務費用 △75 百万円
未認識数理計算上の差異 △1,668 百万円
合計 △1,743 百万円

　（８）年金資産に関する事項
①年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
国内債券 10.5%
国内株式 40.1%
外国債券 4.0%
外国株式 7.1%
保険資産（一般勘定） 18.4%
その他 19.9%
合計 100.0%
（注）年金資産合計には、退職給付信託が40.1%含まれております。

②長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産
からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　（９）数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

割引率 0.8%～0.9%
長期期待運用収益率 1.0%
　なお、当社はポイント制を採用しているため、退職給付債務の算定に際して予想昇給率を使用しておりません。

（重要な後発事象に関する注記）
　　該当事項はありません。

（その他の注記）
　　該当事項はありません。
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